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令和５年５月 

 



この財政事情は、市民の皆様に市の財政状況を広く知っていただくため、毎年５月と11月に公表し

ているものです。 

 今回は、令和４年度末（令和５年３月31日現在）の予算の執行状況と令和５年度当初予算の概要に

ついてお知らせします。 

 この公表を通じて、本市の財政事情について御理解いただき、市政発展へより一層の御協力を賜り

ますようお願いいたします。 
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本書の集計額等は、表示単位未満を四捨五入しているので、端数において合計とは一致しない場合があります。 

＜人口、世帯数及び面積＞ 

 (1) 人  口   112,349 人 

 (2) 世 帯 数   46,680 世帯 

 (3) 面  積   388.37 ㎢ 

（令和５年４月１日現在） 
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１ 令和４年度下半期における予算の推移 

(1) 予算の推移 

令和４年度の最終予算額は、一般会計556億3,765万６千円、特別会計225億8,141万５千円の合

計782億1,907万１千円となっています。この予算額は、当初予算額に繰越明許費と６月、９月、

12月、３月議会及び10月臨時会における補正予算額を反映させた金額です。 

 

 

各会計予算 

    （単位：千円）   

    

  

 
当初 

予算額 

繰越 

明許費 

6月 

議会 

補正額 

9月 

議会 

補正額 

10月 

臨時会 

補正額 

12月 

議会 

補正額 

3月 

議会 

専決 

補正額 
予算現額 

一 般 会 計 48,800,000 1,656,004 1,198,101 1,118,211 348,016 698,534 625,528 1,193,262 55,637,656 

特 
 

 
 

 
 

別 
 

 
 

 

会 
 

 
 

 

計 

国民健康保険 

（ 事 業 勘 定 ） 
10,151,000   66,476  4,845 386,036  10,608,357 

国民健康保険 

（ 施 設 勘 定 ） 
224,000     1,810   225,810 

後 期 高 齢 者 

医 療 
1,394,000        1,394,000 

介 護 保 険 8,868,000   81,359  52,715   9,002,074  

農 業 集 落 

排 水 事 業 
1,279,000  

 
  29,174   1,308,174  

公 設 地 方 

卸 売 市 場 
40,000  

 
  3,000   43,000 

小 計 21,956,000   147,835  91,544 386,036  22,581,415 

合   計 70,756,000 1,656,004 1,198,101 1,266,046 348,016 790,078 1,011,564 1,193,262 78,219,071 
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(2) 補正予算の内容 

下半期中の補正予算の主な内容は、次のとおりです。 

10月補正予算 

一般会計(補正６号) 3億4,801万6千円   

  い じ め 対 策 推 進 事 業 166万円  報償金(第三者調査委員会５名 14回開催) ほか 

 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金給付事業  1,064万円 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金 

  感染症対策支援基金積立金 208万6千円 感染症対策支援基金積立金 

 畜 産 振 興 事 業 1,300万円 飼料価格高騰対策支援金 

 土地改良施設維持管理事業 363万円 土地改良区等電力料金高騰対策支援金 

 新生児生活応援給付金給付事業  8,130万円 新生児生活応援給付金 ほか 

 子育て世帯生活応援給付金給付事業 2億3,570万円 子育て世帯生活応援給付金 ほか 

    

12月補正予算 

   一般会計(補正7号) 5億9,784万3千円  

 職 員 給 与 費 △2億5,808万4千円 職員給与費（一般管理費）ほか 

 自 立 相 談 支 援 事 業 272万1千円 国庫支出金精算返還金（生活困窮者住居確保給付金費等） 

 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金給付事業  730万2千円 国庫支出金精算返還金 

 生 活 保 護 事 務 1,216万8千円 国庫支出金精算返還金 （医療扶助費等国庫負担金等） 

 介護保険特別会計繰出金 143万6千円 低所得者介護保険料軽減繰出金 

 特別障害者等手当支給事業 254万6千円 特別障害者等手当 

 障害者サービス等給付事業 2億6,776万5千円 障害者総合支援介護給付訓練等給付費 ほか 

 地 域 生 活 相 談 支 援 事 業 72万7千円 相談支援事業委託料 

 地域生活サービス支援事業 1,186万2千円 地域生活支援事業給付費 ほか 

 感 染 症 予 防 対 策 事 業 800万円 個別予防接種医療機関委託料 

 新型コロナウイルスワクチン接種事業 2億6,068万1千円 ワクチン接種等業務委託料 ほか 

 国民健康保険（施設勘定）特別会計繰出金  177万7千円 国民健康保険（施設勘定）特別会計繰出金 

 児童入所施設等措置事業 48万5千円 国庫支出金精算返還金 ほか 

 児 童 手 当 支 給 事 業 676万円 児童手当 

 保 育 推 進 事 業 177万9千円 国庫支出金精算返還金 ほか 

 民間保育所等運営支援事業 4,560万円 施設型給付費 ほか 

 民間保育所施設整備支援事業 333万3千円 登記等委託料 

 団 体 営 土 地 改 良 事 業 585万5千円 団体営土地改良事業負担金 

 歴史文化芸術振興基金積立金  130万円 歴史文化芸術振興基金積立金 

 担 い 手 支 援 事 業 1,066万8千円 肥料価格高騰対策支援金 

 公 有 財 産 管 理 事 業 89万8千円 電気料 

 本 庁 舎 管 理 事 業 1,159万6千円 ガス代 ほか 

 支 所 等 管 理 事 業 1,007万4千円 ガス代 ほか 

 コミュニティセンター管理運営事業 1,040万円 施設指定管理料 

 保 健 セ ン タ ー 管 理 事 業 127万3千円 電気料 

 公立認定こども園施設管理事業 1,441万2千円 電気料 ほか 

 公立幼稚園施設整備事業 147万6千円 電気料 

 地域子育て支援拠点事業 54万6千円 電気料 

 大中の湖地区基幹水利施設管理事業 440万円 電気料 
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 勤労者施設管理運営事業 20万円 施設指定管理料 (ウェルネス八日市)  

 公設地方卸売市場特別会計繰出金  320万3千円 公設地方卸売市場特別会計繰出金 

 博 物 館 等 管 理 運 営 事 業 650万2千円 電気料 ほか 

 スポーツ施設管理運営事業 2,195万7千円 施設指定管理料 (総合運動公園、ひばり公園等) 

  公共交通関連施設管理事業 75万円 電気料 ほか 

 道 路 維 持 管 理 事 業 217万8千円 電気料 

 下 水 道 事 業 会 計 支 出 金 30万円 下水道事業会計負担金 ほか 

 農業集落排水事業特別会計繰出金  2,917万4千円 農業集落排水事業特別会計繰出金 

 小 学 校 管 理 事 業 4,014万3千円 電気料 ほか 

 中 学 校 管 理 事 業 2,253万6千円 電気料 ほか 

 学校給食センター管理運営事業 1,683万5千円 電気料 ほか 

 図 書 館 管 理 運 営 事 業 430万9千円 電気料 ほか 

    

 一般会計（補正8号） 1億69万１千円  

 出産・子育て応援給付金給付事業 1億1,250万円 出産・子育て応援給付金 ほか 

 新生児生活応援給付金給付事業 △8,130万円 新生児生活応援給付金 ほか 

 総 務 一 般 管 理 事 務 160万円 私立学校物価高騰等対策支援給付金 

 自 治 振 興 事 業 1,799万1千円 自治会物価高騰等対策支援給付金 

 高 齢 者 福 祉 事 業 1,650万円 介護サービス事業所物価高騰等対策支援給付金 

 地域生活サービス支援事業 1,140万円 障害福祉サービス事業所物価高騰等対策支援給付金 

 地 域 医 療 確 保 対 策 事 業 1,690万円 医療機関物価高騰等対策支援給付金 

 学 童 保 育 所 運 営 事 業 390万円 学童保育所物価高騰等対策支援給付金 

 民間保育所等運営支援事業 120万円 民間保育所等物価高騰等対策支援給付金 

    

 特別会計   

 国民健康保険（事業勘定） 484万5千円 県支出金精算返還金 ほか 

 国民健康保険（施設勘定） 181万円 職員給与費 ほか 

 介 護 保 険 5,271万5千円 介護保険財政調整基金積立金 

 農 業 集 落 排 水 事 業 2,917万4千円 職員給与費 ほか 

 公 設 地 方 卸 売 市 場 300万円 電気料  

    

3月補正予算 

一般会計（補正9号） 6億2,552万8千円  

 母 子 保 健 事 業 221万2千円 国庫支出金精算返還金（妊娠・出産包括支援事業等） 

  感 染 症 予 防 対 策 事 業 541万５千円 国庫支出金精算返還金（成人用風しん予防接種費用助成金） 

  児 童 福 祉 推 進 事 業 879万6千円 国庫支出金精算返還金（こども・子育て支援交付金） ほか  

 農用地利用集積促進事業 182万3千円 県支出金精算返還金（経営転換協力金 6名） 

  土地改良施設維持管理事業 693万1千円 省エネルギー化推進対策支援交付金 

  国営関連かんがい排水事業 6,440万円 国営施設機能保全事業償還金(日野川地区) 

  道 路 新 設 改 良 事 業 1,070万3千円 滋賀県施行土木建設事業負担金 

  街 路 事 業 450万円 滋賀県施行土木建設事業負担金  

  公共施設整備基金積立金 1千万円 公共施設整備基金積立金（能登川図書館施設整備) 

  公立認定こども園施設整備事業 3億2,980万円 認定こども園施設整備工事 ほか 
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  畜 産 振 興 事 業 1,268万1千円 畜産振興対策事業補助金 

 県 営 土 地 改 良 事 業 2,461万円 県営土地改良事業負担金 

 急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業 457万円 県急傾斜地崩壊対策事業負担金（愛東外町地先） 

 道 路 長 寿 命 化 対 策 事 業 3,100万円 市道維持補修工事(交付金)（百済寺丁･下中野線) 

 道 路 新 設 改 良 事 業 6,900万円 道路等用地購入費（能登川北部線） ほか 

 担 い 手 支 援 事 業 3,434万2千円 肥料価格高騰対策支援金 

 畜 産 振 興 事 業 474万5千円 飼料価格高騰対策支援金 

    

 特別会計   

 国民健康保険（事業勘定） 3億8,603万6千円 一般被保険者療養給付費給付事業負担金 ほか 

    

3月専決補正予算 

 一般会計(補正10号) 11億9,326万2千円  

 予 備 費 △1億7,724万8千円 予備費 

 財 政 調 整 基 金 13億5,000万円 財政調整基金積立金 

 退 職 手 当 基 金 1,165万6千円 退職手当基金積立金 

 公 共 施 設 整 備 基 金 633万4千円 公共施設整備基金積立金 

 こ ど も 未 来 夢 基 金 32万円 こども未来夢基金積立金 

 ふ る さ と 寄 附 基 金 2,373万4千円 ふるさと寄附基金積立金 

 歴 史 文 化 芸 術 振 興 基 金 30万円 歴史文化芸術振興基金積立金 

 市 債 利 子 償 還 金 △2,183万4千円 市債利子償還金 
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(3) 予算の執行状況 

令和５年３月31日時点での各会計及び一般会計歳入・歳出の執行状況は、次のとおりです。 

 

各会計執行状況 

（単位：千円） 

  

予算現額 
収入済額 支出済額 

金 額 収入率 金 額 執行率 

 一 般 会 計 55,637,656 49,343,917 88.7% 43,253,860 77.7% 

特 
 

 
 

 

別 
 

 
 

 

会 
 

 
 

 

計 

国民健康保険 
（ 事 業 勘 定 ） 

10,608,357 9,292,890 87.6% 9,715,028 91.6% 

国民健康保険 
（ 施 設 勘 定 ） 

225,810 69,996 31.0% 192,315 85.2% 

後 期 高 齢 者 
医 療 

1,394,000 1,305,205 93.6% 1,287,541 92.4% 

介 護 保 険 9,002,074 7,327,772 81.4% 7,714,250 85.7% 

農 業 集 落 
排 水 事 業 

1,308,174 240,617 18.4% 1,073,093 82.0% 

公 設 地 方 
卸 売 市 場 

43,000 23,092 53.7% 34,778 80.9% 

小 計 22,581,415 18,259,572 80.9% 20,017,005 88.6% 

  合   計 78,219,071 67,603,489  86.4% 63,270,865 80.9% 
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一般会計歳入 

（単位：千円） 

款 
予   算   現   額 収   入   済   額 

金   額 構 成 比 金   額 収 入 率 

市 税 18,027,690 32.4% 17,850,109 99.0% 

地 方 譲 与 税 365,335 0.7% 242,146 66.3% 

利 子 割 交 付 金 6,903 0.0% 8,392 121.6% 

配 当 割 交 付 金 83,779 0.2% 83,779 100.0% 

株式等譲渡所得割交付金 66,311 0.1% 66,311 100.0% 

法 人 事 業 税 交 付 金 302,476 0.5% 302,476 100.0% 

地 方 消 費 税 交 付 金 2,635,359 4.7% 2,635,359 100.0% 

ゴルフ場利用税交付金 31,234 0.1% 31,234 100.0% 

環 境 性 能 割 交 付 金 54,453 0.1% 54,453 100.0% 

地 方 特 例 交 付 金 131,221 0.2% 131,221 100.0% 

地 方 交 付 税 11,934,636 21.5% 11,934,636 100.0% 

交通安全対策特別交付金 12,660 0.0% 11,059 87.4% 

分 担 金 及 び 負 担 金 87,070 0.2% 54,858 63.0% 

使 用 料 及 び 手 数 料 443,448 0.8% 446,293 100.6% 

国 庫 支 出 金 9,864,673 17.7% 8,109,079 82.2% 

県 支 出 金 3,904,636 7.0% 1,986,518 50.9% 

財 産 収 入 240,795 0.4% 185,771 77.1% 

寄 附 金 584,907 1.1% 586,604 100.3% 

繰 入 金 941,346 1.7% 0 0.0% 

繰 越 金 2,305,378 4.1% 2,305,378 100.0% 

諸 収 入 1,322,760 2.4% 1,126,655 85.2% 

市 債 2,290,586 4.1% 1,191,586 52.0% 

計 55,637,656 100.0% 49,343,917 88.7% 
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一般会計歳出 

（単位：千円） 

款 
予   算   現   額 支   出   済   額 

金   額 構 成 比 金   額 執 行 率 

議 会 費 281,117 0.5% 270,465 96.2% 

総 務 費 5,931,828 10.7% 4,049,915 68.3% 

民 生 費 20,613,405 37.0% 16,750,273 81.3% 

衛 生 費 4,977,896 8.9% 4,161,782 83.6% 

労 働 費 107,169 0.2% 76,898 71.8% 

農 林 水 産 業 費 2,683,707 4.8% 1,364,700 50.9% 

商 工 費 1,855,586 3.3% 1,596,829 86.1% 

土 木 費 4,135,309 7.4% 2,861,754 69.2% 

消 防 費 1,581,923 2.8% 1,474,927 93.2% 

教 育 費 5,402,351 9.7% 4,664,131 86.3% 

公 債 費 6,019,286 10.8% 5,982,187 99.4% 

諸 支 出 金 2,033,167 3.7% 0 0.0% 

予 備 費 14,912 0.0% 0 0.0% 

計 55,637,656 100.0% 43,253,860 77.7% 
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２ 基金の現在高及び市債の現在高見込額並びに住民の負担概況 

(1) 基金の現在高及び市債の現在高見込額について 

基金の現在高 

基金とは、条例の定めるところにより、特定目的のために財産を維持し、資金を積み立て、又は

定額の資金を運用するために設けた財産です。 

基金名称 現在高 設置目的 

財 政 調 整 基 金 62億4,404万円 市財政の調整と健全な運営に資するため 

減 債 基 金 63億8,849万円 市債の償還などに必要な財源を確保し、将来にわたる財政の
健全な運営に資するため 

退 職 手 当 基 金 30億7,003万円  退職手当の資金を計画的に積み立て、市財政の健全な運営に資するため 

公 共 施 設 整 備 基 金 34億1,129万円  義務教育施設、公益施設その他公共施設の整備に資するため 

ふ る さ と 創 生 基 金 2億1,519万円  自ら考え自ら行う地域づくり事業の健全な運営に資するため 

こ ど も 未 来 夢 基 金 2,251万円  次代を担うこどもたちが未来に夢をもち、豊かな心を育む施策に資するため 

医 学 奨 学 基 金 1,724万円  医学分野の修学援助事業を行うため 

図 書 館 本 の 森 基 金 7,697万円  図書館資料等の充実を図るため 

地 域 福 祉 基 金 8億155万円  地域福祉の増進に資するため 

墓 地 管 理 基 金 5,954万円  墓地の適正な管理運営に資するため 

水 源 対 策 基 金 1,762万円  広域的な水源かん養機能の整備促進を図り、水資源対策の振興に資するため 

ふ る さ と ・ 水 と 土 保 全 基 金 4,640万円  土地改良施設の多様な機能の維持及び増進に係る住民の共同活動の活性化を図るため 

市 営 住 宅 建 設 整 備 基 金 2億8,073万円  市営住宅又はその共同施設の建設、修繕又は改良に資するため 

木 地 師 村 整 備 基 金 5,542万円  木地師村整備事業及び皇学園跡地利用の健全な運営に資するため 

み ん な で 育 む ま ち づ く り 基 金 42億1,035万円  市民との協働による「うるおいとにぎわいのまちづくり」を進めるため 

ふ る さ と 寄 附 基 金 5億7,309万円  ふるさと寄附金を適正に管理するため 

土 地 改 良 施 設 整 備 基 金 2億2,528万円  土地改良施設の整備を計画的に推進するため 

学 校 施 設 整 備 基 金 1,260万円  学校施設整備に必要な資金を積み立てるため 

セーフティネット資 金 等 利 子 補 給 基 金  3,913万円  新型コロナウイルス感染症の拡大により経営の安定に支障が生じている市内中小企業者の経営の安定及び発展を図るため 

感 染 症 対 策 支 援 基 金 1,337万円  新型インフルエンザ等の感染拡大を防ぎ、市民の生命及び生活並びに地域経済を守り抜く緊急対策を迅速に講ずるため 

歴 史 文 化 芸 術 振 興 基 金 661万円  歴史文化及び芸術の振興と活用を図るため 

国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 基 金 5億6,510万円  国民健康保険財政の健全な運営に資するため 

地 域 鉄 道 再 生 基 金 124万円  地域鉄道の維持存続の機運を高め、安全で安心な輸送を確保し、将来にわたって地域鉄道を守り続けていくため 

ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 基 金 1,000万円  地域再生法に規定するまち・ひと・しごと創生寄附活用事業に要する経費の財源に充てるため 

国 民 健 康 保 険 診 療 所 管 理 運 営 基 金 8,174万円  国民健康保険診療所の管理運営その他財源の不足が生じたときの財源を積み立てるため 

介 護 保 険 財 政 調 整 基 金 11億3,809万円  介護保険財政の健全な運営に資するため 

農 業 集 落 排 水 処 理 施 設 管 理 基 金 2億2,421万円  農業集落排水処理施設の健全な維持管理に資するため 

土 地 開 発 基 金 ※ 7億2,518万円  公用に供する土地のため、あらかじめ取得することにより、事業の円滑な執行を図るため 

物 品 調 達 基 金 ※ 711万円  物品の集中購買を実施することで、物品の取得及び管理の事務を円滑かつ効率的に行うため 

福 祉 資 金 貸 付 基 金 ※ 24万円  福祉資金の貸付けを行うため 

東 近 江 市 産 木 材 調 達 管 理 基 金 ※ 5,000万円  木材利用の促進に必要な木材の調達及び管理を円滑かつ効率的に行うため 

合 計 285億9,036万円  

※現金のみの残高を記載しており、土地・貸付金・動産の残高は含みません。           （令和5年3月31日現在） 
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市債の借入現在高見込額の状況 

（単位：千円） 

会 計 区      分 
令和4年度末 

現在高見込額 
構成比 

一 般 会 計 

１ 普 通 債     

(1) 総 務 - - 

(2) 民 生 4,918 0.0% 

(3) 衛 生 177,499 0.3% 

(4) 労 働 - -   

(5) 農 林 26,791 0.1% 

(6) 商 工 - -   

(7) 土 木 608,796 1.1% 

(8) 公 営 住 宅 544,342 1.0% 

(9) 消 防 - -   

(10) 教 育 1,175,816 2.2% 

２ 災害復旧費    

(1) 土 木 25,056 0.0% 

(2) 農 林 水 産 - -   

(3) 公 共 施 設 等 69,389 0.1% 

３ その他    

(1) 辺 地 対 策 債 115,910 0.2% 

(2) 過 疎 対 策 債 - - 

(3) 減 税 補 て ん 債 102,519 0.2% 

(4) 臨 時 税 収 補 て ん 債 - -   

(5) 臨 時 財 政 対 策 債 21,765,762 40.9% 

(6) 減 収 補 て ん 債 123,286 0.2% 

(7) 減 税 補 て ん 借 換 債 - -   

(8) 合 併 推 進 債 - -   

(9) 合 併 特 例 債 21,848,316 41.0% 

(10) 緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 債 1,636,042 3.1% 

(11) 防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債 31,400 0.1%   

(12) 公共施設等適正管理推進事業債 - -   

小      計 48,255,842 90.7% 
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会   計  区      分 
令和4年度末 

現在高見込額 
構成比 

国民健康保険 

 

（施設勘定） 

１ 病院事業債    

(1) 診 療 所 整 備 事 業 債 1,458,880 2.7% 

(2) 病 院 整 備 事 業 債 56,244 0.1% 

(3) 医 療 機 器 整 備 事 業 債 - - 

２ 合併特例事業債   

(1) 診 療 所 整 備 事 業 債 482,210 0.9% 

小      計 1,997,334 3.8% 

農 業 集 落 

排 水 事 業 

１ 農業集落排水事業債    

(1) 農 業 集 落 排 水 事 業 債 1,070,374 2.0% 

(2) 資 本 費 平 準 化 債 1,842,606 3.5% 

(3) 公 営 企 業 会 計 適 用 債 58,700 0.1% 

小      計 2,971,680 5.6% 

公 設 地 方 

卸 売 市 場 

１ 市場事業債    

(1) 卸 売 市 場 整 備 事 業 債 3,143 0.0% 

小      計 3,143 0.0% 

合      計 53,227,999 100.0% 

 

（単位：千円） 

会計 
令和4年度末 

現在高見込額 

水道事業 2,786,530 

下水道事業 21,056,204 

病院事業 966,552 

企業会計 合計 24,809,286 

総合計（一般会計＋特別会計＋企業会計） 78,037,285 
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(2) 住民の負担概況について 

市民負担の状況 

市が各種の事業を行う上で、必要な経費の大部分は、市民の皆さんから納めていただく市税で賄っ

ています。その他、受益者が直接負担していただく市の施設の使用料や各種手数料があります。 

令和４年度（令和５年３月31日現在）の歳入における市税は、178億5,011万円で全収入中の36.2％

を占めています。また、使用料及び手数料は、4億4,629万円で全収入中の0.9％となります。 

 

市民一人当たりの市債額 

市債は、道路・学校・社会体育施設の建設など多額の経費を要し、その事業効果が後年度に及ぶも

ので、その経費を後年度の市民の負担とすることが適当な建設事業の財源として、国や金融機関など

から長期にわたって借り入れる借金です。 

市債の令和５年３月31日現在高見込み（公営企業会計に属するものを除く一般会計・特別会計の合

計）では、532億2,799万９千円で、市民一人当たり47万3,774円となります。 

 

市民一人当たりの基金額 

基金は、後年度の健全な財政運営や特定の目的のための預金です。 

基金の令和５年３月31日現在高は285億9,036万円で、市民一人当たり25万4,478円となります。 
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３ 令和５年度当初予算の概要について 

令和５年度は、「第２次東近江市総合計画後期基本計画（令和４年度～令和７年度）」が２年目を 

迎え、計画に定める将来都市像「うるおいとにぎわいのまち」の実現に向け、攻めの姿勢で本市の 

更なる成長につながる独自性・創造性の高い施策を推進し、各分野の目標が効果的に達成されるよ 

う予算編成を行いました。 

 一般会計予算は、前年度と比較すると９億円増加の497億円となります。また、一般会計の他に６ 

つの特別会計、３つの企業会計を合わせた総予算規模は812億1,572万８千円、前年度予算と比較す 

ると14億9,211万２千円の増加となります。 

  

各会計予算の状況 

（単位：千円、％）   
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一般会計予算の状況 
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